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要因分析

【必須】

産業用地の慢性的な不足（2023年度時点における県内の分譲可能面積0.95ha、全国45位）により大規模な雇用増

が見込める製造業の誘致件数が伸びていないため。

改善の方向性

【必須】

産業用地の確保に係る取組みを継続・強化していく。また、モニターツアー等の事業に力を入れ、IT関連企業の誘

致件数を増やすとともに、県内の多様な航路の活用を促すことにより製造企業の誘致件数を増やし、雇用の増加に

繋げていく。
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施策 16  製造業・サービス産業の成長促進と新企業の誘致
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　【基準値】3,441,824百万円（令和元年度）【目標値】3,649,760百万円
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